
竹原市教育委員会特定事業主行動計画 

 

Ⅰ 基本的考え方 

少子化対策の強化の一環として、次代を担う子供が健やかに生まれ育成される環境を社会全体で整

備するため、平成１５年７月に成立した「次世代育成支援対策推進法」に基づいて、平成１７年度に

「竹原市教育委員会特定事業主行動計画」を策定した。その後、５年毎に目標設定を行い、仕事と子

育てや生活の調和を推進してきたところである。また、「女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律」が平成２７年に成立し、女性の力を最大限に発揮する取組も併せて図ってきたところである。 

竹原市立学校においても、全ての教職員が個性と能力を十分に発揮した多様な働き方が可能な職場

環境の整備及びワークライフバランスの確保に取り組んできた。年次有給休暇の取得率の向上や時間

外勤務時間の縮減など一定の成果は上がっているものの、それらの状況が十分に達成されたとは言え

ず、引き続き重要な課題となっている。 

国においても、男女ともに仕事と育児・介護を両立することをめざし、子の年齢に応じた柔軟な働

き方を実現するための措置の拡充や次世代育成支援対策の推進・強化等の措置を講じるため、令和６

年５月「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代育成支

援対策推進法の一部を改正する法律」により、次世代育成支援対策推進法の有効期限を令和１７年３

月３１日まで延長した。 

これらのことを踏まえ、これまで以上に、教職員一人一人が個性と能力を十分に発揮するとともに、

仕事と生活のバランスのとれた働きやすい職場環境づくりを目指して、今後５年間の行動目標として

の「竹原市教育委員会特定事業主行動計画」を策定し、取組の更なる充実・発展を目指すこととした。 

   

Ⅱ 計画期間 

  次世代育成支援対策推進法は、令和６年５月、法改正により法律の有効期限が令和１７年３月３１

日まで再延長されたことにより、令和７年４月１日から令和１１年３月３１日までの５年間を計画期

間とする。 

  また、制度の改正等、特に必要と認められることがあれば、適宜見直しをする。 

 

Ⅲ 計画の対象 

  竹原市立学校等県費負担教職員を対象とする。 

 

Ⅳ 計画の推進体制 

  １ 次世代育成支援対策を効果的に推進するために、本行動計画の実施状況を学校ごとに把握する。 

２ 本計画の実施状況や職員のニーズを踏まえて、その後の対策の実施や計画の見直しなどを図る。 

 

Ⅴ 計画の具体的な内容（令和７年度から実施） 

  本計画の策定に先立ち、竹原市立学校等県費負担教職員を対象にした「休暇取得状況等に関する調

査」（令和５年）に基づき、各職場の実態を踏まえた計画の策定を目指した。 

 

 

 



１ 教職員の勤務環境に関するもの 

（１） 妊娠から出産後における配慮 

① 竹原市立学校に勤務する教職員が不妊治療を行うための休暇として、ライフサポート休暇２

号及び出生支援休暇の制度について周知徹底を図る。 

② 妊娠中の女性教職員の母性保護を図るため、妊娠教諭等体育実技補助員、妊娠養護教諭等補

助員及び妊娠栄養教諭等補助員制度の周知を図り、適切に措置されるよう努める。 

③ 母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている通勤緩和休暇、妊産婦検診休暇などの

特別休暇の制度について周知徹底を図る。 

④ 妊娠中の教職員の健康や安全に配慮し、業務分担の見直しを行う。 

⑤ 妊娠中の教職員に対しては、時間外勤務を原則として命じないこととする。 

 

（２） 子供の出生時における父親の休暇 

ア 現状（令和５年） 

令和５年１年間、男性の配偶者出産休暇を取得した割合は５０％であり、育児参加休暇を取得

した割合も５０％と目標を達成できていない状況がある。 

 

  イ 子供の出生時における父親の休暇の取得の促進 

① 父親になる教職員に対し、配偶者出産休暇（３日以内）及び育児参加のための休暇（５日間）

の取得促進にむけて取得事例等の周知を図る。 

   ② 管理者は、父親となる教職員に対し、出産予定日の概ね８週間前までに、「子育て職員カー

ド」の作成を求め、提出を促し、父親となる教職員が休暇等を必要とするときは、１００％取

得できるよう努め、男性教職員の育児参加を促進する。 

 

（３） 育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

ア 育児休業及び部分休業制度等の周知 

    「仕事と子育ての両立のためのサポートブック」を活用し、育児休業等に関する制度の周知や

取得手続き等について情報提供を図る。 

 

イ 育児休業及び部分休業を取得しやすい雰囲気の醸成 

    育児休業の取得の申出があった場合、事例ごとに当該校等において業務分担の見直しを行う。 

 

ウ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

   所属の管理職等は、育児休業者に対して、適宜、情報手段を活用して、所属の業務状況や育児

の状況等相互に連絡を取り合うように努める。 

 

エ 育児休業から復帰した職員に対する支援 

    業務に慣れるのに一定期間を要するうえ、子供への急な対応を要するなど、大変な時期であり、

仕事と子育ての両立が安心してできるよう、業務分担や校務分掌等に配慮するなど、職場全体で

目標 
・令和１１年度までに、配偶者出産休暇を取得した割合を１００％とする。 

・令和１１年度までに、育児参加休暇を取得した割合を１００％とする。 



支援する。また、復帰した教職員に対して職場研修を行うなど、必要なサポートを行う。 

 

オ 育児休業、産前産後休暇等の代替要員の確保 

    校内の人員配置等によって、育児休業、産前産後休暇等の職員の業務を遂行することが困難な

ときは、臨時的任用制度等の活用による適切な代替要員の確保を図る。 

 

（４）学校における働き方改革の推進 

ア 「学校における働き方改革取組方針」に基づいた取組の推進 

教職員が働きやすい環境を整備するとともに、管理職を中心とした組織的な学校体制を構築し、

教職員一人一人の働き方に対する意識を醸成して、竹原市立学校における働き方改革を推進する。 

 

イ 小学校就学始期に達するまでの子供のいる教職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限の周知 

    小学校就学始期に達するまでの子供のいる教職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限について

周知徹底を図る。 

 

ウ 時間外勤務時間の縮減 

    在校時間等を出退勤管理システムにて客観的に把握指導等により的確な指示を行い、早期退校

の習慣化に努めるとともに、１か月の在校等時間の総時間から｢職員の勤務時間及び休暇等に関

する条例｣（以下「条例」という。）で定める勤務時間の総時間を減じた時間が、４５時間を超え

ないようにする。また、１年間の在校等時間の総時間から条例で定める勤務時間の総時間を減じ

た時間が、３６０時間を超えないようにする。 

 

エ 業務の工夫・効率化の推進 

① 教職員は、一人一人が担当業務について、簡素化・効率化に向けて創意工夫に努める。 

② 管理職は、一部の職員に過重な負担がかからないように、適正な業務分担や校務分掌を整え

るよう努めるとともに、定期的に業務運営の必要性や実施方法等について、再点検に心がける。

また、新たに業務等を行なう場合においても、既存の業務等との関係を整理するなど、業務の

効率化に努める。 

 

オ 時間外勤務の縮減のための意識の醸成 

① 教職員は日頃の仕事において、一人一人が効率的な業務の遂行に努める。 

② 管理職は教職員が退校しやすい職場全体の雰囲気づくりに努める。 

 

カ 学校における定時退校日の推進 

小学校では、１週間のうち平日１日は定時退校日を設定し、中学校、義務教育学校では、１週

間のうち平日１日は部活動休養日と併せた定時退校日を設定する。 

 

キ 「一斉閉庁」の実施及び中学校及び義務教育学校における部活動休養日の設定 

市内全学校において長期休業中における「一斉閉庁」を実施し、期間中は原則学校を閉庁し、

部活動指導を含む全ての業務を行わない。また、中学校及び義務教育学校における部活動休養日



の設定し、教職員のワークライフバランスの推進、負担の軽減を図る。 

 

（５）休暇の取得の促進 

ア 現状（令和５年） 

令和５年１年間、職員１人当たりの年次有給休暇の平均取得日数は１５．０日であり、目標は

達成された。 

 

 

 

イ 年次有給休暇の取得の促進 

① 長期休業中には休暇計画表を作成し、年次有給休暇の計画的な取得を働きかける。 

② 校長連絡会等において、定期的に休暇の取得促進を徹底し、職場の意識改革を行う。 

③ 管理職は、所属教職員の年次有給休暇の取得状況を把握し、学校衛生委員会等にて議題とす

るなど、計画的な年次有給休暇の取得を指導する。 

④ 各校の業務計画を策定することにより、職員の計画的な年次有給休暇の取得促進を図る。 

⑤ 安心して職員が年次有給休暇の取得ができるように、事務処理において相互応援ができる体

制を整備する。 

⑥ 「一斉閉庁」の実施や部活動休養日を活用し、年次有給休暇の積極的な取得を促進する。 

 

ウ 子供の看護を行う等のための特別休暇の取得の促進 

子供の看護休暇等の特別休暇を周知するとともに、その取得を希望する職員に対して、 

１００％取得できる雰囲気の醸成を図る。 

 

（６）職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正のための取組 

研修を通じて、子育てや私的な時間を大切にする意識啓発を行う。 

① 家庭の時間や私的な時間を大切にする意識 

② 「夫は仕事、妻は家事と子育て」｢男性が育児休暇を取るのは情けない｣など、間違った意識 

③ ハラスメント防止のための研修 

 

２ その他の次世代育成支援対策に関する事項 

（１） 子育てバリアフリー 

子供を連れた人が気兼ねなく参観日等における学校施設を利用できるよう、親切な応接対応等の

ソフト面でのバリアフリーの取組を推進する。 

 

（２） 子育てに関する地域活動への貢献 

地域の子育て活動に、積極的に参加し、子供とふれあう機会の充実に努める。 

 

  令和７年４月１日 

竹原市教育委員会 

目標 
・令和１１年度までに、職員１人当たりの年次有給休暇の平均取得日数 

１５日以上を維持する。 


